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(注) 当四半期における配当予想の修正有無 ： 無 
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(百万円未満切捨て)

１．平成24年11月期第１四半期の連結業績（平成23年12月１日～平成24年２月29日）

（１）連結経営成績(累計)

(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年11月期第１四半期 141 △7.5 △97 ― △99 ― △94 ―

23年11月期第１四半期 153 △41.1 △53 ― △82 ― △83 ―

(注) 包括利益 24年11月期第１四半期 △107百万円( ― ％) 23年11月期第１四半期   △92百万円( ― ％)

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

24年11月期第１四半期 △4,580 34 ―

23年11月期第１四半期 △4,042 52 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

24年11月期第１四半期 1,017 △103 △10.2

23年11月期 1,010 4 0.4

(参考) 自己資本 24年11月期第１四半期 △103百万円 23年11月期 4百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年11月期 ― 0 00 ― 0 00 0 00

24年11月期 ―

24年11月期(予想) ― ― ― ―



  

 

 
(注) 直近の公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 

 当社グループの事業領域である金融業界は市場環境の変動の影響を受けるため経営環境の変動が大きく、また

当社においては経営基盤強化を狙った組織再編等を引き続き行うことから、現時点で業績予想を合理的に行う

ことは困難であります。そのため、業績予想については記載しておりません。業績予想の開示が可能になった

段階で速やかに開示いたします。なお、当該理由等は、３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報 

（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。同様の理由により配当予想につきましても開示し

ておりません。 

  

 

 

 
  

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していませ

ん。 
  

当社グループの事業領域である金融業界は市場環境の変動の影響を受けるため経営環境の変動が大

きく、また当社においては経営基盤強化を狙った組織再編等を引き続き行うことから、現時点で業績

予想を合理的に行うことは困難であります。そのため、業績予想については記載しておりません。業

績予想の開示が可能になった段階で速やかに開示いたします。なお、当該理由等は、３ページ「１．

当四半期決算に関する定性的情報 （３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。同様

の理由により配当予想につきましても開示しておりません。 
  

・当社は、以下のとおり投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料、動画、主な

Ｑ＆Ａ等については、開催後速やかに当社ホームページで掲載する予定です。 

・平成24年４月25日（水）・・・・・・機関投資家・アナリスト向け決算説明会 

３．平成24年11月期の連結業績予想（平成23年12月１日～平成24年11月30日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

通期 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

４．その他

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 24年11月期1Ｑ 20,708株 23年11月期 20,708株

② 期末自己株式数 24年11月期1Ｑ ― 株 23年11月期 ― 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年11月期1Ｑ 20,708株 23年11月期1Ｑ 20,708株

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい

状況にあるなかで、緩やかに持ち直しつつあります。企業の設備投資に回復の動きがみられるほ

か、個人消費も底堅く推移しました。一方、欧州政府債務危機の影響や原油価格の上昇、海外経済

の減速によって、国内景気が下押しされるリスクも存在します。 

日本の株式市場においては、期首に8,600円台であった日経平均株価は、欧州情勢の沈静化や日本銀

行による追加金融緩和策などにより上昇傾向を強めました。また歴史的な円高も一服したことで、

輸出関連企業などに対する業績向上の期待が高まりました。海外投資家などからの資金流入が続い

たことにより、日経平均株価は9,723円で当第１四半期連結会計期間末を迎えました。 

 当社グループの事業領域である金融業界においては、主要国で金融緩和が主導する過剰流動性に

よって支えられる株価上昇が目立ちました。米国経済は緩やかな回復傾向にあるものの、欧州の先

行き不安に加え、中国などアジア経済の足踏み状態が長引くことも業界全体のリスクとして存在し

ます。 

 当社グループは、このような環境下、中立性の高い投資情報をタイムリーに投資家の皆様にお届

けし、資産形成に役立てていただけるよう、更なるコンテンツの充実と品揃え強化に取組んでおり

ます。しかしながら、業績につきましては、金融機関のコスト削減などの影響を拭いきれず、業績

の低迷を余儀なくされました。  

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は141,663千円（前年同四半期比11,525千円の減

少）、営業損失は97,129千円（前年同四半期比43,570千円の増加）、経常損失は99,641千円（前年

同四半期比16,840千円の増加）、四半期純損失は94,849千円（前年同四半期比11,137千円の増加）

となりました。 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

① 投資情報提供事業 

投資情報提供事業においては、日本株及び中国株情報提供は投資家マインドの回復が道半ばであ

ることから個人会員数は弱含みの推移となりました。また、法人向けサービスにおいては、証券会

社等の金融機関によるコスト削減が継続していること、為替・国際金融情報提供では、ETF情報提供

の売上が伸びたものの、従来の情報においては競合商品との価格競争が激化した影響もあり、売上

が前年同四半期を下回りました。 

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間における投資情報提供事業の売上高は122,096千円（前年

同四半期比9,084千円の減少）、営業損失は12,895千円（前年同四半期は営業利益17,628千円）とな

りました。 
  
② 金融アドバイザリー事業 

金融アドバイザリー事業においては、ファンドの契約残高が伸び悩み管理料収入が前年同四半期

を下回りました。以上の結果、当第１四半期連結累計期間における金融アドバイザリー事業の売上

高は12,067千円（前年同四半期比1,265千円の減少）、営業損失については3,844千円（前年同四半

期比2,181千円の減少）となりました。 
  
③ ライセンス事業 

ライセンス事業においては、前年同四半期より特許権使用料売上が減少しました。 

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間におけるその他の事業の売上高は7,499千円（前年同四半

期比1,176千円の減少）、営業利益については1,949千円（前年同四半期比1,176千円の減少）となり

ました。 
  

上記の各事業の営業利益から、当社グループ管理業務にかかる費用を控除した結果、当第１四半

期連結累計期間における営業損失は97,129千円（前年同四半期比43,570千円の増加）となりまし

た。これは、継続的なコスト削減を実施して参りましたが、売上減収分を吸収するには至らなかっ

たことに起因します。 

 また、経常損失につきましては支払利息8,676千円などを計上した結果、99,641千円（前年同四半

期比16,840千円の増加）となり、四半期純損失については、94,849千円（前年同四半期比11,137千

円の増加）となりました。 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報
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 ①資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べて21,025千円増加

し、456,663千円となりました。これは主に、現金及び預金が20,274千円、売掛金が26,779千円増加

しましたが、貸倒引当金が10,922千円増加し、その他の流動資産が15,106千円減少したことが原因

であります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて13,589千円減少し、561,161千円となりました。これは主

に、のれんが8,117千円、特許権が5,550千円減少したことが原因となっております。 

 この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて、7,435千円増加し、1,017,825千円となりまし

た。 

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べて115,045千円増加

し、1,119,934千円となりました。これは主に短期借入金が87,971千円、未払金が14,068千円、その

他の流動負債が13,005千円増加したことが原因となっております。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて46千円増加し、1,475千円となりました。この結果、負債

合計は前連結会計年度末に比べて、115,091千円増加し、1,121,410千円となりました。 

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて107,655千円減少

し、△103,584千円となりました。これは主に、利益剰余金が94,849千円減少したことによるもので

す。 
  

当第１四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローについては、営業活動により62,394千円
減少し、投資活動により2,199千円減少し、財務活動により87,671千円増加いたしました。この結
果、現金及び現金同等物は前連結会計年度末と比べて20,274千円の増加となり、当第1四半期連結会
計期間末残高は27,083千円となりました。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により減少した資金は、62,394千円（前年同期比29,297千円の増加）となりました。こ
れは、のれんの償却額8,117千円、貸倒引当金の増加額10,922千円、未払金の増加額9,903千円など
による増加があったものの、税金等調整前四半期純損失93,361千円などによる減少があったためで
あります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により減少した資金は、2,199千円（前年同期比12,810千円の減少）となりました。これ
は、有形固定資産の取得による支出2,004千円などがあったためであります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により増加した資金は、87,671千円（前年同期比59,929千円の増加）となりました。こ
れは、短期借入金の純増額87,671千円があったためであります。 

  

各国株式市場が上昇基調に転じ、歴史的な円高局面も収束の兆しをみせているものの、欧州債務

問題に対する根深い警戒感などから、投資家のリスク許容度は未だ回復途上にあります。主な顧客

層である国内の金融機関においても、全般的に経費削減スタンスが継続していること、またグルー

プ再編、合従連衡の動きも継続しているため、当社の置かれるビジネス環境には引き続き流動的な

ファクターが存在します。投資情報提供事業をはじめとする既存の事業でさえ、過年度の経験・実

績をもって今後の業績を合理的に積算・予想することは極めて困難な状況にあります。 

 加えて、当社グループは４期連続の営業損失を計上し、営業キャッシュ・フローがマイナスの状

況にあり、当第１四半期会計期間末においては、103,584千円の債務超過となりました。このような

状況を早期に解消するために、保有する関係会社株式等の売却によるキャッシュ・フローの改善、

あるいは外部からの資金調達を通じて、グローバル投資情報、ETF事業への経営資源の集中等を進め

ていく計画であります。これらの施策は前連結会計年度においても実施してまいりましたが、当期

中にも引き続き実施する計画であり、また、その規模も当社の事業規模と比して相当大きいことが

予想されます。しかしながら、その内容については流動的で不確実性が高く、現時点で合理的に予

想することは困難です。したがいまして、投資家の皆様に誤解されない適切な予想の開示が困難で

あるという判断から、当期の業績予想は「未定」とさせていただき、期末に近づき業績予想の開示

が可能になった時点で速やかに開示させていただきます。 

（２）連結財政状態に関する定性的情報

  （資産）

  （負債）

  （純資産）

 ② キャッシュ・フローの状況

（３）連結業績予想に関する定性的情報
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当社グループは、当第１四半期連結累計期間におきまして、営業損失97,129千円、経常損失99,641千
円、四半期純損失94,849千円を計上し、平成20年11月期連結会計年度より引続き営業損失を計上してお
り、当第１四半期連結会計期間末において103,584千円の債務超過となりました。また、営業活動によ
るキャッシュ・フローも△62,394千円と同連結会計年度より引続きマイナスとなっております。さら
に、当第１四半期連結会計期間末においても一部の債務が延滞しております。これらにより、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 
 なお、金融機関からの借入金の返済につきましては、一定期間にわたる借入金の返済猶予を前提とし
て資金計画を立案し、当社の事業計画に基づき事業活動に影響のない範囲で借入金の返済をおこなって
いく予定であります。 
 当社グループは、当該状況を解消すべく、以下の対応策を実施しておりますが、これらのうち資金調
達については、現在交渉中であり先方との最終的な合意が得られていない事項が含まれております。ま
た、その他の対応策についても継続して実行中ではあるものの今までのところ十分な成果が得られてい
ない事項が含まれております。従って、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
ます。 

  

投資情報コンテンツのプロフェッショナル性を高めることにより価格競争が激化する業界での優位
性を確立し、積極的な営業活動を行なうことで投資情報提供事業の収益性を高めてまいります。具体
的には、今後更に需要が期待される国際分散投資に資するレポートのクオリティアップと金融機関向
け販売の強化、為替情報および中国株情報における新規サービスを活用した国内外での販路の拡大、
米国株の個別銘柄レポート、外国証券情報の作成等、当社グループの強みを生かした商品ラインナッ
プの拡充を図ってまいります。また、個人投資家からの認知度の高い投資情報ポータルサイトを統合
した総合投資情報サイトを有効活用することにより、広告収入を含めた売上の拡大に取組んでまいり
ます。 
  

今後のETF市場の拡大を視野に、前連結会計年度において子会社化しましたMarco Polo XTF, Inc.
が有する豊富なETFデータ、ツール及びネットワークを活用し、米国を中心とした全世界でETFに関連
する事業に積極的に取り組んでまいります。 
 また、国内ではMarco Polo XTF, Inc. との連携を強化し、ETFに関する投資情報、コンサルティン
グサービス等を機関投資家、金融機関、証券取引所等に提供してまいります。  
 さらに、当社グループのキャッシュ・フローの安定化、収益の拡大、事業価値の増大に寄与する可
能性のある施策を様々な角度から検討し、さらなる事業基盤の拡大を進めてまいります。 
  

投資情報提供事業、金融アドバイザリー事業に加えて、医療機器－滅菌器製造販売－事業を進めて
おりますが、引き続き外部金融環境に左右されにくい安定成長を確保する事業ポートフォリオを構築
し、安定的な収益、キャッシュ・フローの確保を目指してまいります。 
  

当社グループでは平成21年11月期連結会計年度より、役員報酬および従業員給与の削減を行なっ
ておりますが、さらに組織・業務の見直しによるコスト削減を進めております。今後も引き続き不
要不急な経費の抑制に努めてまいります。 
  

当社グループでは、事業基盤強化・拡大を目的に投資してきた資産について、所期の目的を達成
したものから順次売却することにより手元資金の流動性を高めてまいりました。当連結会計年度に
おいても、事業活動を安定的に行なうための資金を確保するために、資本政策も含めた新たな資金
調達の検討及び交渉を引き続き進めております。 
  

  

２．継続企業の前提に関する重要事象等の概要

① 投資情報提供事業の収益力を高めるための取組み

② ETF事業の強化と事業基盤の拡大

③ 複合的な事業構造確立による収益の安定化を目指した事業基盤の拡大

④ リストラの徹底および強固な財務基盤の確立の実現に向けての諸施策への取組み
A. コスト削減

B. 資産の売却・資金調達
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年２月29日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,808 27,083

売掛金 151,369 178,149

たな卸資産 4,854 2,442

営業投資有価証券 276,460 276,627

その他 26,231 13,371

貸倒引当金 △30,086 △41,009

流動資産合計 435,638 456,663

固定資産   

有形固定資産 21,066 21,668

無形固定資産   

のれん 316,588 308,470

特許権 153,550 148,000

その他 37,775 36,821

無形固定資産合計 507,914 493,292

投資その他の資産   

投資有価証券 0 0

関係会社株式 0 0

その他 109,130 109,560

貸倒引当金 △63,360 △63,360

投資その他の資産合計 45,770 46,200

固定資産合計 574,751 561,161

資産合計 1,010,389 1,017,825

負債の部   

流動負債   

買掛金 6,511 4,022

短期借入金 275,241 363,213

1年内返済予定の長期借入金 331,080 331,080

未払金 159,709 173,777

未払費用 114,949 118,679

未払法人税等 10,895 13,481

前受金 25,352 28,206

返品調整引当金 1,837 1,636

その他 79,311 85,837

流動負債合計 1,004,889 1,119,934

固定負債   

その他 1,429 1,475

固定負債合計 1,429 1,475

負債合計 1,006,318 1,121,410
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年２月29日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 819,663 819,663

資本剰余金 601,871 601,871

利益剰余金 △1,368,139 △1,462,988

株主資本合計 53,395 △41,453

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,321 2,264

為替換算調整勘定 △51,645 △64,395

その他の包括利益累計額合計 △49,324 △62,130

純資産合計 4,071 △103,584

負債純資産合計 1,010,389 1,017,825
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
 四半期連結損益計算書
 第１四半期連結累計期間 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年２月29日) 

売上高 153,189 141,663

売上原価 87,275 105,443

売上総利益 65,913 36,220

返品調整引当金戻入額 2,250 1,837

返品調整引当金繰入額 2,721 1,636

差引売上総利益 65,442 36,420

販売費及び一般管理費 119,001 133,550

営業損失（△） △53,559 △97,129

営業外収益   

受取利息 773 778

受取賃貸料 414 －

為替差益 － 7,409

その他 260 －

営業外収益合計 1,449 8,187

営業外費用   

支払利息 6,402 8,676

為替差損 3,665 －

持分法による投資損失 20,420 －

その他 202 2,022

営業外費用合計 30,690 10,699

経常損失（△） △82,801 △99,641

特別利益   

受取賠償金 － 6,280

特別利益合計 － 6,280

税金等調整前四半期純損失（△） △82,801 △93,361

法人税、住民税及び事業税 2,248 1,488

法人税等合計 2,248 1,488

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △85,049 △94,849

少数株主損失（△） △1,337 －

四半期純損失（△） △83,712 △94,849
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 四半期連結包括利益計算書 
 第１四半期連結累計期間 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年２月29日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △85,049 △94,849

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 242 △56

為替換算調整勘定 △7,219 △12,749

その他の包括利益合計 △6,977 △12,806

四半期包括利益 △92,027 △107,655

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △89,546 △107,655

少数株主に係る四半期包括利益 △2,480 －
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日
 至 平成23年２月28日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年12月１日
 至 平成24年２月29日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △82,801 △93,361

減価償却費 2,897 3,795

のれん償却額 87 8,117

特許権償却額 5,550 5,550

返品調整引当金の増減額（△は減少） 471 △200

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 10,922

受取利息 △773 △778

支払利息 6,402 8,676

為替差損益（△は益） 2,685 △6,966

持分法による投資損益（△は益） 20,420 －

受取賠償金 － △6,280

売上債権の増減額（△は増加） △16,310 △24,647

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,079 2,412

仕入債務の増減額（△は減少） △4,465 △2,489

未払金の増減額（△は減少） 10,559 9,903

前受金の増減額（△は減少） 3,615 2,853

未払消費税等の増減額（△は減少） 3,064 3,522

その他 15,734 12,086

小計 △26,783 △66,882

利息及び配当金の受取額 147 778

利息の支払額 △3,624 △2,535

賠償金の受取額 － 6,280

法人税等の支払額 △2,835 △35

営業活動によるキャッシュ・フロー △33,096 △62,394

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 － △2,004

無形固定資産の取得による支出 － △195

関係会社貸付けによる支出 △14,997 －

その他 △12 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,010 △2,199

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 27,742 87,671

財務活動によるキャッシュ・フロー 27,742 87,671

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,607 △2,803

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △26,971 20,274

現金及び現金同等物の期首残高 45,916 6,808

現金及び現金同等物の四半期末残高 18,945 27,083
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当社グループは、当第１四半期連結累計期間におきまして、営業損失97,129千円、経常損失99,641千
円、四半期純損失94,849千円を計上し、平成20年11月期連結会計年度より引続き営業損失を計上してお
り、当連結会計期間末において103,584千円の債務超過となりました。また、営業活動によるキャッシ
ュ・フローも△62,394千円と同連結会計年度より引続きマイナスとなっております。さらに、当第１四
半期連結会計期間末においても一部の債務が延滞しております。これらにより、継続企業の前提に重要
な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 
 なお、金融機関からの借入金の返済につきましては、一定期間にわたる借入金の返済猶予を前提とし
て資金計画を立案し、当社の事業計画に基づき事業活動に影響のない範囲で借入金の返済をおこなって
いく予定であります。 
 当社グループは、当該状況を解消すべく、以下の対応策を実施しておりますが、これらのうち資金調
達については、現在交渉中であり先方との最終的な合意が得られていない事項が含まれております。ま
た、その他の対応策についても継続して実行中ではあるものの今までのところ十分な成果が得られてい
ない事項が含まれております。従って、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
ます。 
  

投資情報コンテンツのプロフェッショナル性を高めることにより価格競争が激化する業界での優位
性を確立し、積極的な営業活動を行なうことで投資情報提供事業の収益性を高めてまいります。具体
的には、今後更に需要が期待される国際分散投資に資するレポートのクオリティアップと金融機関向
け販売の強化、為替情報および中国株情報における新規サービスを活用した国内外での販路の拡大、
米国株の個別銘柄レポート、外国証券情報の作成等、当社グループの強みを生かした商品ラインナッ
プの拡充を図ってまいります。また、個人投資家からの認知度の高い投資情報ポータルサイトを統合
した総合投資情報サイトを有効活用することにより、広告収入を含めた売上の拡大に取組んでまいり
ます。 
  

今後のETF市場の拡大を視野に、前連結会計年度において子会社化しましたMarco Polo XTF, Inc.
が有する豊富なETFデータ、ツール及びネットワークを活用し、米国を中心とした全世界でETFに関連
する事業に積極的に取り組んでまいります。 
 また、国内ではMarco Polo XTF, Inc. との連携を強化し、ETFに関する投資情報、コンサルティン
グサービス等を機関投資家、金融機関、証券取引所等に提供してまいります。  
 さらに、当社グループのキャッシュ・フローの安定化、収益の拡大、事業価値の増大に寄与する可
能性のある施策を様々な角度から検討し、さらなる事業基盤の拡大を進めてまいります。 
  

投資情報提供事業、金融アドバイザリー事業に加えて、医療機器－滅菌器製造販売－事業を進めて
おりますが、引き続き外部金融環境に左右されにくい安定成長を確保する事業ポートフォリオを構築
し、安定的な収益、キャッシュ・フローの確保を目指してまいります。 
  

当社グループでは平成21年11月期連結会計年度より、役員報酬および従業員給与の削減を行なっ
ておりますが、さらに組織・業務の見直しによるコスト削減を進めております。今後も引き続き不
要不急な経費の抑制に努めてまいります。 
  

当社グループでは、事業基盤強化・拡大を目的に投資してきた資産について、所期の目的を達成
したものから順次売却することにより手元資金の流動性を高めてまいりました。当連結会計年度に
おいても、事業活動を安定的に行なうための資金を確保するために、資本政策も含めた新たな資金
調達の検討及び交渉を引き続き進めております。 
  

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不
確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

当第１四半期連結累計期間(自 平成23年12月１日  至 平成24年２月29日)

① 投資情報提供事業の収益力を高めるための取組み

② ETF事業の強化と事業基盤の拡大

③ 複合的な事業構造確立による収益の安定化を目指した事業基盤の拡大

④ リストラの徹底および強固な財務基盤の確立の実現に向けての諸施策への取組み
A. コスト削減

B. 資産の売却・資金調達

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

当第１四半期連結累計期間(自 平成23年12月１日  至 平成24年２月29日)
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当社は、平成24年４月13日開催の取締役会において、早急な自己資本の拡充が求められている当社の

状況、第三者割当増資による財務基盤の拡充、及び割当予定先との関係強化による将来の収益拡大を目

的として、平成24年６月12日開催臨時株主総会における承認を前提に新株発行を行うことを決議いたし

ました。 

1. 募集等の方法  第三者割当増資 

 2. 発行する株式の種類及び数、発行価額 発行総額、発行価額のうち資本へ組入れる額 

  （1）発行する株式の種類及び数    普通株式 35,050株 

  （2）発行価額            １株につき金17,500円 

  （3）発行総額            613,375千円 

                      うち、115,727千円は現物出資の方法による 

  （4）発行価額のうち資本へ組入れる額 １株につき金8,750円 

 3. 発行のスケジュール 

  （1）申込期日            平成24年６月12日（火） 

  （2）払込期日            平成24年６月13日（水） 

 4. 資金使途 

     借入金及び預り金の返済、連結子会社への追加出資、BPO事業にかかる費用、運転資金等  

  

（６）重要な後発事象
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